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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子メール機能を有する携帯機器から、当該携帯機器が受信した電子メールを取得する
電子メール取得手段と、
　取得した前記電子メールの本文を、表示または音声出力する本文出力手段と、
　出力した前記電子メールのメールＩＤを示す出力完了情報を、前記携帯機器に送信する
出力完了情報送信手段と、を備え、
　前記出力完了情報は、前記携帯機器が、当該出力完了情報の受信に伴って、前記メール
ＩＤに該当する前記電子メールを既読状態とするための情報であることを特徴とする車載
機器。
【請求項２】
　前記出力完了情報は、前記メールＩＤに該当する前記電子メールの出力完了部分を既読
状態とするための情報であることを特徴とする請求項１に記載の車載機器。
【請求項３】
　取得した前記電子メールの本文の出力長さであるメール出力長を算出するメール出力長
算出手段と、
　目的地を設定する目的地設定手段と、をさらに備え、
　前記本文出力手段は、前記メール出力長算出手段により算出された前記メール出力長と
、前記目的地設定手段により設定された目的地に対応する所定の条件と、に応じて、前記
電子メールの本文を、表示または音声出力することを特徴とする請求項１に記載の車載機
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器。
【請求項４】
　現在位置から、設定された前記目的地までの車両走行に要する所要時間を算出する所要
時間算出手段をさらに備え、
　前記所定の条件は、前記所要時間算出手段により算出された前記所要時間であることを
特徴とする請求項３に記載の車載機器。
【請求項５】
　設定された前記目的地までの経路誘導を行う経路誘導手段をさらに備え、
　前記経路誘導手段は、誘導案内情報を所定の出力タイミングで表示または音声出力する
誘導案内情報出力手段を含み、
　前記所定の条件は、前記誘導案内情報の出力タイミングであることを特徴とする請求項
３に記載の車載機器。
【請求項６】
　前記本文出力手段は、前記電子メールの本文の出力が、前記誘導案内情報の出力タイミ
ングと重複する場合、前記電子メールの本文の出力を、前記誘導案内情報の出力の前、ま
たは後に行うことを特徴とする請求項５に記載の車載機器。
【請求項７】
　前記本文出力手段は、前記目的地に到着するまでに、前記電子メールの本文の出力が完
了しない場合、当該電子メールの出力完了部分以外の残りの部分について、前記目的地の
到着後に、表示または音声出力することを特徴とする請求項３に記載の車載機器。
【請求項８】
　前記本文出力手段は、前記電子メールの残りの部分を出力する場合、当該残りの部分の
最初の文字が属する文章の先頭、または当該残りの部分の最初の文字が属する段落の先頭
から、出力を開始することを特徴とする請求項７に記載の車載機器。
【請求項９】
　前記電子メールの重要度を判別する重要度判別手段をさらに備え、
　前記本文出力手段は、前記メール出力長と、前記所定の条件と、前記重要度判別手段に
より判別された前記重要度と、に応じて、前記電子メールの本文を、表示または音声出力
することを特徴とする請求項３に記載の車載機器。
【請求項１０】
　前記重要度判別手段は、前記電子メールに付加された優先度フラグ、前記発信者のアド
レス、開封確認の有無のうち、少なくとも１の情報に基づいて、前記電子メールの重要度
を判別することを特徴とする請求項９に記載の車載機器。
【請求項１１】
　算出された前記メール出力長が、所定の出力長さを超えるか否かを判別するメール出力
長判別手段をさらに備え、
　前記本文出力手段は、前記メール出力長が前記所定の出力長さを超える場合、前記電子
メールの本文の先頭部分のみ、表示または音声出力することを特徴とする請求項３に記載
の車載機器。
【請求項１２】
　前記電子メールの本文の前記先頭部分以外の残りの部分について、出力を指示する出力
指示手段をさらに備え、
　前記本文出力手段は、前記出力指示手段による指示があった場合、前記残りの部分を、
表示または音声出力することを特徴とする請求項１１に記載の車載機器。
【請求項１３】
　請求項１に記載の車載機器と、前記携帯機器と、から成ることを特徴とする情報通信シ
ステム。
【請求項１４】
　電子メールの取得機能を有する車載機器の制御方法であって、
　前記車載機器が、
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　電子メール機能を有する携帯機器から、当該携帯機器が受信した電子メールを取得する
電子メール取得ステップと、
　取得した前記電子メールの本文を、表示または音声出力する本文出力ステップと、
　出力した前記電子メールのメールＩＤを示す出力完了情報を、前記携帯機器に送信する
出力完了情報送信ステップと、を実行し、
　前記出力完了情報は、前記携帯機器が、当該出力完了情報の受信に伴って、前記メール
ＩＤに該当する前記電子メールを既読状態とするための情報であることを特徴とする車載
機器の制御方法。
【請求項１５】
　コンピュータに、請求項１４に記載の車載機器の制御方法における各ステップを実行さ
せるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子メールの取得機能を有する車載機器、情報通信システム、車載機器の制
御方法およびプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子メールを受信する手段と、当該電子メールの着信をドライバーに通知する手
段と、を有する車載機器が知られている（例えば、特許文献１）。当該特許文献１に記載
の車載機器は、車両が先行車両に接近しているときに着信通知を行うと、ドライバーが着
信通知に気を取られて車両運転の安全面に影響を及ぼす虞があるため、そのような場合に
は、ドライバーへの着信通知を制限するようになっている。
【特許文献１】特開２００５－１５３３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ところで、電子メールを取得可能な車載機器において、電子メールの本文を表示または
音声出力する（読み上げる）機能が搭載されたものも知られている。しかしながら、電子
メールが長文の場合など、電子メールの本文をそのまま出力すると、車両運転の安全面に
影響を及ぼすため好ましくない。このように車載機器においては、電子メールの着信やそ
の内容をドライバーに通知する際に、安全面への配慮が不可欠であるが、本文出力につい
ては、未だ具体的な対策が為されていない。
【０００４】
　本発明は、上記の問題点に鑑みたものであり、車両運転の安全性をできるだけ阻害する
ことなく電子メールの内容をドライバーに通知可能な車載機器、情報通信システム、車載
機器の制御方法およびプログラムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の車載機器は、電子メール機能を有する携帯機器から、当該携帯機器が受信した
電子メールを取得する電子メール取得手段と、取得した電子メールの本文を、表示または
音声出力する本文出力手段と、出力した電子メールのメールＩＤを示す出力完了情報を、
携帯機器に送信する出力完了情報送信手段と、を備え、出力完了情報は、携帯機器が、当
該出力完了情報の受信に伴って、メールＩＤに該当する電子メールを既読状態とするため
の情報であることを特徴とする。
　上記に記載の車載機器において、出力完了情報は、メールＩＤに該当する電子メールの
出力完了部分を既読状態とするための情報であることを特徴とする。
　上記に記載の車載機器において、取得した電子メールの本文の出力長さであるメール出
力長を算出するメール出力長算出手段と、目的地を設定する目的地設定手段と、をさらに
備え、本文出力手段は、メール出力長算出手段により算出されたメール出力長と、目的地
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設定手段により設定された目的地に対応する所定の条件と、に応じて、電子メールの本文
を、表示または音声出力することを特徴とする。
　上記に記載の車載機器において、現在位置から、設定された目的地までの車両走行に要
する所要時間を算出する所要時間算出手段をさらに備え、所定の条件は、所要時間算出手
段により算出された所要時間であることを特徴とする。
　上記に記載の車載機器において、設定された目的地までの経路誘導を行う経路誘導手段
をさらに備え、経路誘導手段は、誘導案内情報を所定の出力タイミングで表示または音声
出力する誘導案内情報出力手段を含み、所定の条件は、誘導案内情報の出力タイミングで
あることを特徴とする。
　上記に記載の車載機器において、本文出力手段は、電子メールの本文の出力が、誘導案
内情報の出力タイミングと重複する場合、電子メールの本文の出力を、誘導案内情報の出
力の前、または後に行うことを特徴とする。
　上記に記載の車載機器において、本文出力手段は、目的地に到着するまでに、電子メー
ルの本文の出力が完了しない場合、当該電子メールの出力完了部分以外の残りの部分につ
いて、目的地の到着後に、表示または音声出力することを特徴とする。
　上記に記載の車載機器において、本文出力手段は、電子メールの残りの部分を出力する
場合、当該残りの部分の最初の文字が属する文章の先頭、または当該残りの部分の最初の
文字が属する段落の先頭から、出力を開始することを特徴とする。
　上記に記載の車載機器において、電子メールの重要度を判別する重要度判別手段をさら
に備え、本文出力手段は、メール出力長と、所定の条件と、重要度判別手段により判別さ
れた重要度と、に応じて、電子メールの本文を、表示または音声出力することを特徴とす
る。
　上記に記載の車載機器において、重要度判別手段は、電子メールに付加された優先度フ
ラグ、発信者のアドレス、開封確認の有無のうち、少なくとも１の情報に基づいて、電子
メールの重要度を判別することを特徴とする。
　上記に記載の車載機器において、算出されたメール出力長が、所定の出力長さを超える
か否かを判別するメール出力長判別手段をさらに備え、本文出力手段は、メール出力長が
所定の出力長さを超える場合、電子メールの本文の先頭部分のみ、表示または音声出力す
ることを特徴とする。
　上記に記載の車載機器において、電子メールの本文の先頭部分以外の残りの部分につい
て、出力を指示する出力指示手段をさらに備え、本文出力手段は、出力指示手段による指
示があった場合、残りの部分を、表示または音声出力することを特徴とする。
　本発明の情報通信システムは、上記に記載の車載機器と、携帯機器と、から成ることを
特徴とする。
　本発明の車載機器の制御方法は、電子メールの取得機能を有する車載機器の制御方法で
あって、車載機器が、電子メール機能を有する携帯機器から、当該携帯機器が受信した電
子メールを取得する電子メール取得ステップと、取得した電子メールの本文を、表示また
は音声出力する本文出力ステップと、出力した電子メールのメールＩＤを示す出力完了情
報を、携帯機器に送信する出力完了情報送信ステップと、を実行し、出力完了情報は、携
帯機器が、当該出力完了情報の受信に伴って、メールＩＤに該当する電子メールを既読状
態とするための情報であることを特徴とする。
　本発明のプログラムは、コンピュータに、上記に記載の車載機器の制御方法における各
ステップを実行させることを特徴とする。
　なお、以下の構成としても良い。
　本発明の車載機器は、電子メールを取得する電子メール取得手段と、取得された電子メ
ールの本文の出力長さであるメール出力長を算出するメール出力長算出手段と、目的地を
設定する目的地設定手段と、メール出力長算出手段により算出されたメール出力長と、目
的地設定手段により設定された目的地に対応する所定の条件と、に応じて、電子メールの
本文を、表示または音声出力する本文出力手段と、を備えたことを特徴とする。
【０００６】
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　本発明の車載機器の制御方法は、電子メールの取得機能を有する車載機器の制御方法で
あって、車載機器が、電子メールを取得する電子メール取得ステップと、取得された電子
メールの本文の出力長さであるメール出力長を算出するメール出力長算出ステップと、目
的地を設定する目的地設定ステップと、メール出力長算出ステップにより算出されたメー
ル出力長と、目的地設定ステップにより設定された目的地に対応する所定の条件と、に応
じて、電子メールの本文を、表示または音声出力する本文出力ステップと、を実行するこ
とを特徴とする。
【０００７】
　これらの構成によれば、メール出力長の算出結果や目的地に対応する所定の条件（すな
わち、設定された目的地に応じて定まる条件）に応じて、電子メールの本文を表示または
音声出力するため、車両運転の安全面への影響を少なくすることができる。例えば、メー
ル出力長が長い場合は、ドライバーがその内容を確認するために要する時間が極力短くな
るように、電子メールの本文を表示または音声出力しても良い。また、目的地が近い場合
は、目的地への到着を待って、電子メールの本文を表示または音声出力しても良い。
　なお、「電子メール取得手段（電子メール取得ステップ）」は、電子メール機能を有す
る外部装置（携帯電話など）からの転送により電子メールを取得しても良いし、電子メー
ルを直接受信することにより電子メールを取得しても良い。
　また、「メール出力長（電子メールの本文の出力長さ）」とは、電子メールの本文を表
示するために要する表示領域の大きさまたは表示時間、若しくは電子メールの本文を音声
出力するために要する出力時間を指すものである。なお、これら表示領域の大きさや出力
時間は、電子メールに含まれる文字数、データ量、添付ファイルの有無等をパラメータと
した所定のアルゴリズムによって算出可能である。
　また、「メール出力長と所定の条件に応じて、電子メールの本文を表示または音声出力
する」とは、メール出力長と所定の条件に応じて、出力の有無、出力対象の制限、出力速
度、出力形態を変化させることを意味する。また、出力形態としては、出力順序、出力サ
イズ（表示の場合）、文字装飾（表示の場合）、出力音量（音声出力の場合）、出力音声
（音声出力の場合）を変化させても良い。
　また、「車載機器」とは、車両に固定して設けられる機器だけでなく、車両に着脱可能
に設けられる機器（ポータブル型車載機器）も含む概念である。
【０００８】
　上記に記載の車載機器において、現在位置から、設定された目的地までの車両走行に要
する所要時間を算出する所要時間算出手段をさらに備え、所定の条件は、所要時間算出手
段により算出された所要時間であることを特徴とする。
【０００９】
　これらの構成によれば、メール出力長と、目的地までの所要時間と、に応じて、効率的
に電子メールの本文を出力することができる。例えば、電子メールの本文を所要時間内に
出力できるように出力速度を決定することで、目的地に到着したにも関わらず、電子メー
ルの本文の出力を確認し続けなければならないといった煩わしさを解消することができる
。
　なお、設定された目的地までの走行ルートが複数存在する場合は、走行ルートの設定（
選択）をドライバーに促し、設定された走行ルートに応じて所要時間を算出することが好
ましい。この構成によれば、より正確な所要時間を算出することができる。
【００１０】
　上記に記載の車載機器において、設定された目的地までの経路誘導を行う経路誘導手段
をさらに備え、経路誘導手段は、誘導案内情報を所定の出力タイミングで表示または音声
出力する誘導案内情報出力手段を含み、所定の条件は、誘導案内情報の出力タイミングで
あることを特徴とする。
【００１１】
　上記に記載の車載機器において、本文出力手段は、電子メールの本文の出力が、誘導案
内情報の出力タイミングと重複する場合、電子メールの本文の出力を、誘導案内情報の出
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力の前、または後に行うことを特徴とする。
【００１２】
　これらの構成によれば、メール出力長と、誘導案内情報の出力タイミングと、に応じて
、電子メールの本文を出力することで、互いの情報出力に影響を与えないようにすること
ができる。例えば、電子メールの本文の出力が、誘導案内情報の出力タイミングと重複す
る場合、電子メールの本文の出力を、誘導案内情報の出力の前、または後に行うことで、
出力タイミングの重複によって両情報をドライバーが正確に確認できないといった不具合
を解消することができる。また、誘導案内情報の出力タイミングは、変更できない場合が
多いため、電子メールの本文の出力タイミングを調整することで、不正確な（違和感のあ
る）誘導案内情報の出力も防止できる。
　なお、「誘導案内情報」とは、「３００メートル先右折です。」、「まもなく右方向で
す。」などのルート案内情報、「３時です。」などの時刻案内情報、および「３００メー
トル先に渋滞が発生しています。」などの交通情報を含むものである。
　また、「誘導案内情報の出力タイミング」は、車両走行中における渋滞状況や車両走行
速度に応じて、随時編集されることが好ましい。この構成によれば、不正確な誘導案内情
報の出力を防止できる。また、「出力タイミング」の編集に代えて、「誘導案内情報」を
編集しても良い。例えば、所定のタイミング（所定時刻）に誘導案内情報「３００メート
ル先右折です。」を出力する予定の場合であって、渋滞によって所定時刻までに右折ポイ
ントに到達できなかった場合、誘導案内情報を「５００メートル先右折です。」に編集す
ることで対応可能である。
【００１３】
　上記に記載の車載機器において、本文出力手段は、目的地に到着するまでに、電子メー
ルの本文の出力が完了しない場合、当該電子メールの出力完了部分以外の残りの部分につ
いて、目的地の到着後に、表示または音声出力することを特徴とする。
【００１４】
　この構成によれば、目的地に到着するまでに、電子メールの本文の出力が全て完了しな
い場合は、目的地到着後に、残りの部分の出力を継続することができる。
　なお、「目的地に到着するまでに、電子メールの本文の出力が完了するか」については
、目的地設定時に判別しても良いし、目的地までの所要時間や誘導案内情報の出力タイミ
ングを考慮しつつ、所定のタイミングで（定期的に、または誘導案内情報の出力後などに
）判別しても良い。
　また、目的地に到着した後の「電子メールの残りの部分」の出力については、安全面へ
の配慮が不要であるため、表示および音声出力の両方によって行うなど、ドライバーがよ
り迅速且つ正確に確認できることを重視して出力されることが好ましい。また、ドライバ
ーの都合に応じて、早送り出力などを指示できるようにしても良い。
【００１５】
　上記に記載の車載機器において、本文出力手段は、電子メールの残りの部分を出力する
場合、当該残りの部分の最初の文字が属する文章の先頭、または当該残りの部分の最初の
文字が属する段落の先頭から、出力を開始することを特徴とする。
【００１６】
　この構成によれば、目的地に到着して、「電子メールの残りの部分」をドライバーが確
認する場合、文章の途中や段落の途中から出力されると違和感があったり正確に内容を理
解できない場合があったりするため、そのような不具合を無くすことができる。
【００１７】
　上記に記載の車載機器において、電子メール機能を有する携帯機器と通信を行う通信手
段をさらに備え、電子メール取得手段は、携帯機器から、当該携帯機器が受信した電子メ
ールを取得することを特徴とする。
【００１８】
　この構成によれば、携帯機器との連係により、電子メール受信機能を有しない車載機器
でも、本発明を適用できる。
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【００１９】
　上記に記載の車載機器において、通信手段は、本文出力手段により出力された電子メー
ルのメールＩＤを示す出力完了情報を、携帯機器に送信し、出力完了情報は、携帯電話が
、当該出力完了情報の受信に伴って、メールＩＤに該当する電子メールを既読状態とする
ための情報であることを特徴とする。
【００２０】
　上記に記載の車載機器において、出力完了情報は、メールＩＤに該当する電子メールの
出力完了部分を既読状態とするための情報であることを特徴とする。
【００２１】
　これらの構成によれば、携帯電話側において、車載機器で出力が完了した出力完了部分
を既読状態とすることができるため、既読の電子メール、またその既読部分をドライバー
が把握することができる。これにより、車載機器側で既読しているにも関わらず、携帯機
器側で再度同じ電子メールを確認するといった煩わしさを無くすことができる。
　また、携帯機器側において、本文全体を出力完了している電子メールについては、出力
完了情報（電子メールＩＤ）の受信に伴って、該当する電子メール自体を既読状態とする
（既読処理を行う）ため、携帯機器側で、未読メールを既読状態とするための手間を省く
ことができる。
【００２２】
　上記に記載の車載機器において、電子メールの重要度を判別する重要度判別手段をさら
に備え、本文出力手段は、メール出力長と、所定の条件と、重要度判別手段により判別さ
れた重要度と、に応じて、電子メールの本文を、表示または音声出力することを特徴とす
る。
【００２３】
　この構成によれば、電子メールの重要度に見合った、表示または音声出力を行うことが
できる。
【００２４】
　上記に記載の車載機器において、重要度判別手段は、電子メールに付加された優先度フ
ラグ、発信者のアドレス、開封確認の有無のうち、少なくとも１の情報に基づいて、電子
メールの重要度を判別することを特徴とする。
【００２５】
　この構成によれば、電子メールに付加された優先度フラグ、発信者のアドレス、開封確
認の有無等に基づいて、容易に重要度を判別することができる。
　なお、「発信者のアドレス」については、アドレスに所定の文字列が含まれるものを重
要度大と判別しても良いし、携帯機器または車載機器内に格納されている電話帳に保存さ
れているか否かに応じて重要度を判別しても良い。
【００２６】
　上記に記載の車載機器において、算出されたメール出力長が、所定の出力長さを超える
か否かを判別するメール出力長判別手段をさらに備え、本文出力手段は、メール出力長が
所定の出力長さを超える場合、電子メールの本文の先頭部分のみ、表示または音声出力す
ることを特徴とする。
【００２７】
　この構成によれば、先頭部分のみの出力によって出力に要する時間を短くできるため、
車両運転の安全面への影響を少なくすることができる。また、先頭部分は、電子メール本
文の重要な内容（要旨）が記載されていることが多いため、先頭部分のみの出力でも、電
子メールの内容をドライバーに通知するといった機能を損ねることがない。
　なお、「先頭部分」とは、電子メールの先頭から所定の出力長さ分であっても良いし、
電子メールの本文を前半、後半に分割した時の前半部（本文全体の１／２）など、所定割
合であっても良い。
【００２８】
　上記に記載の車載機器において、電子メールの本文の先頭部分以外の残りの部分につい
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て、出力を指示する出力指示手段をさらに備え、本文出力手段は、出力指示手段による指
示があった場合、残りの部分を、表示または音声出力することを特徴とする。
【００２９】
　この構成によれば、電子メールの内容によっては、先頭部分だけでなく全体を確認した
い場合もあるため、そのような場合に便利である。
【００３０】
　本発明の情報通信システムは、上記に記載の車載機器と、携帯機器と、から成ることを
特徴とする。
【００３１】
　本発明のプログラムは、コンピュータに、上記に記載の車載機器の制御方法における各
ステップを実行させるためのものであることを特徴とする。
【００３２】
　これらの構成によれば、車両運転の安全性をできるだけ阻害することなく電子メールの
内容をドライバーに通知可能な情報通信システムおよびプログラムを提供することができ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３３】
　以下、本発明の一実施形態に係る車載機器、情報通信システム、車載機器の通信制御方
法およびプログラムについて説明する。本実施形態では、車載機器として、携帯機器（例
えば、携帯電話）との通信機能（特に、電子メール取得機能）およびカーナビゲーション
機能を有する情報機器を例示する。
【００３４】
　図１は、車載機器１０の制御ブロック図である。同図に示すように、車載機器１０は、
ＧＰＳ（Global Positioning System）受信機１１、アンテナ１２、自立航法センサ１３
、ディスプレイ１４、タッチパネル１５、スピーカー１６、マイク１８、通信部１９、制
御部２０、地図データベース２５、登録データベース２６および接続バス２７を備えてい
る。
【００３５】
　ＧＰＳ（Global Positioning System）受信機１１は、アンテナ１２を介してＧＰＳ情
報（位置情報および時刻情報を含む）を受信する。自立航法センサ１３は、角度センサお
よび距離センサから成り（いずれも、図示省略）、ＧＰＳ受信機１１との組み合わせによ
り、車両の現在位置を特定するために利用される。ディスプレイ１４は、必要に応じて各
種操作画面（図３参照）を表示すると共に、経路誘導時には誘導案内情報を表示する。ま
た、電子メールの内容（タイトル、受信日時、送信元に関する情報、並びに電子メールの
本文）を表示するためにも用いられる。タッチパネル１５は、ディスプレイ１４に重畳配
置されたマトリクススイッチにより構成され、指等の接触を検出する。本実施形態では、
主に上記の各種操作画面に対する操作を行うために用いられる。スピーカー１６は、電子
メールを着信した旨、並びにその本文を、ユーザ（ドライバー）に対して音声により通知
する。また、必要に応じて各種音声確認（ユーザに対して選択や確認を促すための音声案
内）を行うと共に、経路誘導時には音声による誘導案内情報を出力する。
【００３６】
　マイク１８は、ハンズフリーで各種操作を行うものであり、タッチパネル１５と同様、
選択操作等に用いられる。また、マイク１８は、携帯機器３０が携帯電話の場合、ハンズ
フリー通話を行うためにも用いられる。通信部１９は、携帯機器３０と近距離無線通信や
赤外線通信を行う。本実施形態では、主に電子メールを取得するために用いられる。なお
、通信部１９は、これら非接触通信ではなく、バス接続などの有線通信を採用しても良い
。
【００３７】
　制御部２０は、ＣＰＵ（Central Processing Unit）２１、ＲＯＭ（Read Only Memory
）２２、ＲＡＭ（Random Access Memory）２３および音声処理部２４から成る。ＣＰＵ２
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１は、中央処理装置であり、各種演算処理を行う。なお、特に図示しないが、ＣＰＵ２１
は、現在時刻を計時するタイマを有している。ＲＯＭ２２は、ＣＰＵ２１が各種演算処理
を行うための制御プログラムを記憶し、ＲＡＭ２３は、ＣＰＵ２１が各種演算処理を行う
際のワークエリアとして用いられる。
【００３８】
　音声処理部２４は、電子メールの本文を読み上げるための音声情報の生成処理、当該音
声情報と誘導案内情報との合成処理等を行う。また、音声処理部２４は、話速変換ユニッ
ト２４ａを有しており、電子メールの本文の出力長さ（以下、「メール出力長」と称する
）等に応じて、電子メールの読み上げ速度（出力速度）を決定する。音声処理部２４によ
る具体的な処理については、後述する。なお、以下の説明では、通常の読み上げ速度で読
み上げるモードを「通常読み上げモード」、通常の読み上げ速度よりも速い読み上げ速度
で読み上げるモードを「高速読み上げモード」と称する。音声処理部２４（話速変換ユニ
ット２４ａ）は、ＣＰＵ２１によるこれら読み上げモードの設定に応じて、読み上げ速度
を決定する（変換する）ものとする。
【００３９】
　地図データベース２５は、経路案内を行うための地図データを不揮発に記憶する。登録
データベース２６は、地点登録された地点登録情報や、各種設定・登録情報を記憶する。
本実施形態の車載機器１０は、ＣＰＵ２１が上記の読み上げモードを設定するための基準
値や、電子メールの本文の読み上げに関しどのようなアルゴリズムを採用するか等につい
て設定可能であるが（詳細については後述する）、そのような各種メール設定の設定値に
ついても、当該登録データベース２６に登録される。
【００４０】
　次に、図２を参照し、車載機器１０および携帯機器３０から成る情報通信システムＳＹ
の機能構成について説明する。携帯機器３０は、主な機能構成として、電子メール手段３
１０および通信手段３２０を有している。
【００４１】
　電子メール手段３１０は、携帯機器３０が電子メール機能を実現するための手段であり
、電子メール受信手段、電子メール生成手段および電子メール送信手段を含む。また、電
子メール手段３１０は、受信した電子メールに対して、各電子メールを識別するためのメ
ールＩＤを付与するメールＩＤ付与手段も含む。通信手段３２０は、車載機器１０との情
報の入出力（送受信）を行うためのものであり、本実施形態では、主に電子メールの転送
や出力完了情報（出力した電子メールのメールＩＤと、その出力完了部分と、を示す情報
）の受信に用いられる。携帯機器３０は、車載機器１０から出力完了情報を受信すると、
電子メール手段３１０により既読処理を行う。具体的には、メールＩＤにより特定される
電子メールの出力完了部分を既読状態とする（既読部分と未読部分とを識別可能に表示す
る）。また、電子メール全体の出力が完了している場合は、その電子メール自体を既読状
態とする（未読メールとしての取り扱いを中止する）。
【００４２】
　一方、車載機器１０は、主な機能構成として、通信手段１１０、電子メール取得手段１
２０、メール設定手段１３０、出力指示手段１４０、メール出力長算出手段１５０、メー
ル出力長判別手段１６０および本文出力手段１７０を有している。
【００４３】
　通信手段１１０は、携帯機器３０との情報の入出力を行うためのものである。また、電
子メール取得手段１２０は、通信手段１１０を介して、携帯機器３０から、当該携帯機器
３０が受信した電子メールを取得するものである。なお、これら通信手段１１０および電
子メール取得手段１２０は、通信部１９を主要構成要素とする。
【００４４】
　メール設定手段１３０は、メール出力長判別手段１６０により判別を行う際の基準値、
並びに本文出力手段１７０によりどのようなアルゴリズムで電子メールの本文を読み上げ
るか、について設定するものであり、制御部２０、ディスプレイ１４、タッチパネル１５
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、スピーカー１６およびマイク１８を主要構成要素とする。つまり、メール設定手段１３
０は、基準値やアルゴリズムの設定をユーザに促す画面をディスプレイ１４上に表示して
も良いし、当該設定を促す音声案内をスピーカー１６から出力しても良い。一方、ユーザ
は、タッチパネル１５またはマイク１８を用いて設定操作を行うことができる。なお、メ
ール設定手段１３０による設定値は、登録データベース２６に登録される。
【００４５】
　ここで、メール設定手段１３０による設定内容について具体的に説明する。「メール出
力長判別手段１６０により判別を行う際の基準値」とは、高速読み上げ（図５（ａ）参照
）や部分読み上げ（図５（ｂ）参照）が採用される電子メール本文の最低出力長さ（所定
の出力長さ）を指すものであり、メール出力長が当該所定の出力長さ以下の場合は、通常
速度且つ本文全体の読み上げが行われる。なお、「メール出力長（電子メールの本文の出
力長さ）」とは、電子メールの本文を表示する際に要する表示領域の大きさまたは表示時
間、若しくは電子メールの本文を音声出力する際に要する出力時間を指す。また、これら
表示領域の大きさや出力時間は、電子メールに含まれる文字数（絵文字や記号などのキャ
ラクタ、並びに添付ファイルに含まれる文字を含んでも良い）、データ量、添付ファイル
の有無等をパラメータとした所定のアルゴリズムによって算出可能である。
【００４６】
　一方、「アルゴリズム」とは、メール出力長が所定の出力長さを超える場合、通常の出
力速度よりも速い出力速度で出力する第１アルゴリズム、メール出力長が所定の出力長さ
を超える場合、当該本文の先頭部分のみを出力する第２アルゴリズム等を指す。本実施形
態（第１実施形態）では、これら２つのアルゴリズムのうち、いずれかを選択可能となっ
ている（第１読み上げ処理：図５（ａ）参照，第２読み上げ処理：図５（ｂ）参照）。な
お、第２実施形態以降において、他の読み上げアルゴリズム（読み上げ処理）を例示する
が、メール設定手段１３０において、それらを含む３つ以上のアルゴリズムの中から、い
ずれか１のアルゴリズムを設定可能としても良い。
【００４７】
　出力指示手段１４０は、メール設定手段１３０により第２アルゴリズムが設定された場
合であって、電子メールの本文の先頭部分のみ出力された場合、電子メールの本文の残り
の部分についての出力を指示するものであり、ディスプレイ１４およびタッチパネル１５
を主要構成要素とする。図３は、その指示画面の一例を示す図である。ユーザは、ディス
プレイ１４に表示された２つのアイコン５１，５２のうちいずれかにタッチすることによ
り、電子メールの本文の残りの部分を出力するか（読み上げるか）否かを選択する。なお
、出力指示手段１４０は、先頭部分の読み上げ後ではなく、環境設定等において、予め設
定しておくことも可能である。この場合、「残りの部分を出力する」と設定されている場
合は、メール出力長に関わらず、電子メールの本文全体が出力対象となる。
【００４８】
　なお、出力指示手段１４０による出力の指示は音声によるガイダンス、及びユーザの声
による指示による構成としても良い。すなわち、この場合は電子メールの残りの部分を読
み上げるか否かを音声でガイダンスし、ユーザの「はい」、「いいえ」の声による指示で
残りの部分を読み上げるかどうかの判断を行う。この場合、出力指示手段１４０は、スピ
ーカー１６とマイク１８を主要構成要素とする。
【００４９】
　メール出力長算出手段１５０は、電子メール取得手段１２０により取得されたメール出
力長を算出するものであり、メール出力長判別手段１６０は、メール出力長算出手段１５
０により算出されたメール出力長（例えば音声出力の場合、「６０秒」など）が、メール
設定手段１３０により設定された所定の出力長さ以上であるか否かを判別するものである
。これら、メール出力長算出手段１５０およびメール出力長判別手段１６０は、いずれも
制御部２０を主要構成要素とする。また、本文出力手段１７０は、メール出力長判別手段
１６０の判別結果に応じて、電子メールの本文を、表示または音声出力するものであり、
制御部２０、ディスプレイ１４およびスピーカー１６を主要構成要素とする。
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【００５０】
　また、本文出力手段１７０は、メール設定手段１３０により設定されたアルゴリズムに
したがって、電子メールの本文を出力する（第１読み上げ処理または第２読み上げ処理を
実行する）。さらに、メール設定手段１３０により第２アルゴリズムに設定された場合で
あって、出力指示手段１４０による指示があった場合は、電子メールの先頭部分以外の残
りの部分について、表示または音声出力する。なお、本文出力手段１７０は、電子メール
の本文を、ディスプレイ１４および／またはスピーカー１６を用いて出力可能であるが、
以下の説明においては、スピーカー１６による出力（音声出力）を中心に説明する。また
、「音声出力する」ことを、適宜「読み上げる」と言い換える。
【００５１】
　次に、図４のシーケンス図を参照し、車載機器１０および携帯機器３０間における電子
メール読み上げ処理の概要について説明する。同図に示すように、車載機器１０は、携帯
機器３０から、電子メールが着信した旨を示す着信通知を取得すると（Ｓ０１）、情報取
得要求を携帯機器３０に返信する（Ｓ０２）。これに対し携帯機器３０は、着信通知した
電子メールのメールＩＤを通知し（Ｓ０３）、その後電子メール（電子メールの本文を含
む各種情報）を転送する（Ｓ０４）。
【００５２】
　車載機器１０は、電子メールを取得すると、読み上げ処理を実行し（Ｓ０５）、当該読
み上げ処理を終了したとき（若しくは、何らかの原因で読み上げ処理を中断したとき）、
出力完了情報を携帯機器３０に送信する（Ｓ０６）。このとき、当該出力完了情報には、
その電子メールのメールＩＤが付加されている。携帯機器３０は、車載機器１０から出力
完了情報を取得すると、これに基づいて該当する電子メールの既読処理を行う（Ｓ０７）
。なお、何らかの原因で読み上げ処理を中断したときは、出力完了情報としては、その中
断時点までの出力完了部分を既読状態とする内容となる。
【００５３】
　次に、図５のフローチャートを参照し、読み上げ処理について説明する。図５（ａ）は
、第１アルゴリズムに基づく第１読み上げ処理を示し、同図（ｂ）は、第２アルゴリズム
に基づく第２読み上げ処理を示している。なお、本フローチャートでは、読み上げ処理（
音声による出力）を前提としているため、高速読み上げや先頭部分の読み上げを行うため
の基準値（電子メール本文の所定の出力長さ）を、「基準時間」と称する。
【００５４】
　図５（ａ）に示すように、第１読み上げ処理では、まず、携帯機器３０から転送された
電子メールの本文を全て読み上げるために必要な読み上げ時間（ｘ）を算出する（Ｓ１１
）。続いて、メモリ（登録データベース２６）から基準時間（ｕ）を取り出し（Ｓ１２）
、読み上げ時間（ｘ）が基準時間（ｕ）を超えるか否かについて判別する（Ｓ１３）。こ
こで、読み上げ時間（ｘ）が基準時間（ｕ）を超える場合は（Ｓ１３：Ｙｅｓ）、高速読
み上げモードに設定して（Ｓ１４）、電子メールの本文を読み上げる（Ｓ１５）。一方、
読み上げ時間（ｘ）が基準時間（ｕ）を超えない場合は（Ｓ１３：Ｎｏ）、高速読み上げ
モードに設定することなく（通常読み上げモードで）、電子メールの本文を読み上げる（
Ｓ１５）。
【００５５】
　次に、第２読み上げ処理について説明する。第２読み上げ処理では、第１読み上げ処理
と同様に、電子メールの読み上げ時間（ｘ）を算出し（Ｓ２１）、メモリ（登録データベ
ース２６）から基準時間（ｕ）を取り出して（Ｓ２２）、読み上げ時間（ｘ）が基準時間
（ｕ）を超えるか否かについて判別する（Ｓ２３）。ここで、読み上げ時間（ｘ）が基準
時間（ｕ）を超えない場合は（Ｓ２３：Ｎｏ）、通常読み上げモードで（通常速度で）、
電子メールの本文を読み上げる（Ｓ２４）。一方、読み上げ時間（ｘ）が基準時間（ｕ）
を超える場合は（Ｓ２３：Ｙｅｓ）、電子メールの先頭部分の規定文字数のみ通常速度で
読み上げ（Ｓ２５）、残りの部分を読み上げるか否かについて確認を促すための表示を行
う（Ｓ２６，図３参照）。ここで、残りの部分を読み上げるように指示が行われた場合は
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（Ｓ２７：Ｙｅｓ）、残りの部分を通常速度で読み上げ（Ｓ２８）、残りの部分を読み上
げるように指示が行われなかった場合は（Ｓ２７：Ｎｏ）、残りの部分を読み上げること
なく、そのまま読み上げ処理を終了する。
【００５６】
　なお、図５（ａ）では、読み上げ時間（ｘ）が基準時間（ｕ）を超えるか否かに応じて
、読み上げ速度を２段階で設定したが、複数の基準時間を設け、読み上げ速度をさらに多
くの段階に分けて設定可能としても良い。
【００５７】
　また、図５（ｂ）では、読み上げ時間（ｘ）が基準時間（ｕ）を超える場合、先頭部分
の規定文字数のみ読み上げるものとしたが（Ｓ２５参照）、メール設定手段１３０により
、この規定文字数についても設定可能としても良い。また、規定文字数のみ読み上げるの
ではなく、電子メールの本文を前半、後半に分割した時の前半部（本文全体の１／２）な
ど、所定割合だけ読み上げるようにしても良い。また、先頭部分のみ読み上げたときの違
和感をなくすため、規定文字数内における文章の終わりまで（句点まで）しか読み上げな
いようにしても良いし、規定文字数の最後の文字が含まれる文章の終わりまで読み上げる
ようにしても良い。
【００５８】
　以上説明したとおり、第１実施形態によれば、ユーザの好みやニーズに応じて、電子メ
ールの読み上げアルゴリズムを設定することができる。また、第１アルゴリズムを設定し
た場合は、メール出力長が所定の出力長さを超える場合、話速変換ユニット２４ａによる
読み上げ速度の変換のみで、容易に出力に要する時間を短くすることができる。また、第
２アルゴリズムを設定した場合は、メール出力長が長い場合でも、電子メール本文の重要
な内容（要旨）が記載されていることが多い先頭部分を出力するため、短時間で且つ効率
的に電子メールの内容をドライバーに通知することができる。また、先頭部分以外の残り
の部分についても、ユーザの判断によって出力を指示できるため、使い勝手も良い。
【００５９】
　なお、メール出力長判別手段１６０の判別結果に加え、電子メールの重要度に応じて、
電子メールの本文を読み上げるようにしても良い。この場合、図２に示した車載機器１０
の機能構成に、電子メールの重要度を判別する重要度判別手段（図示省略）を追加し、本
文出力手段１７０は、メール出力長判別手段１６０の判別結果と、重要度判別手段により
判別された電子メールの重要度と、に応じて、電子メールの本文を読み上げる。例えば、
電子メールの重要度が高い場合は、第１読み上げ処理の場合、メール出力長が長い場合で
も、通常の読み上げ速度で読み上げても良いし、第２読み上げ処理の場合、先頭部分の読
み上げの際に、その旨（重要メールである旨）を通知するようにしても良い。この構成に
よれば、電子メールの重要度に見合った、表示または音声出力を行うことができる。
【００６０】
　なお、電子メールの重要度は、電子メールに付加された優先度フラグ、発信者のアドレ
ス、開封確認の有無等の少なくとも１つの情報に基づいて判別可能である。例えば、「発
信者のアドレス」については、アドレスに所定の文字列が含まれるものを重要度大と判別
しても良いし、携帯機器３０または車載機器１０内に格納されている電話帳（アドレス帳
）に、発信者のアドレスが保存されているか否かに応じて重要度を判別可能である。また
、重要度の判別は、車載機器１０側で、携帯機器３０から送信された電子メールと共に、
または電子メールの受信前後に取得したこれらの情報に基づいて判別しても良いし、携帯
機器３０側でこれらの情報に基づいて判別した判別結果を、車載機器１０が取得しても良
い。後者の場合、重要度判別手段は、携帯機器３０から取得した判別結果に応じて、重要
度を判別することとなる。
【００６１】
　また、本文出力手段１７０は、メール出力長判別手段１６０の判別結果ではなく、メー
ル出力長算出手段１５０により算出されたメール出力長と、重要度判別手段により判別さ
れた当該電子メールの重要度と、に応じて、電子メールの本文を読み上げるようしても良
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い。つまり、メール出力長が所定の出力長さを超えるか否かではなく、メール出力長に比
例した出力速度で電子メール本文を読み上げるなどの出力方法を採用しても良い。
【００６２】
　次に、図６および図７を参照し、本発明の第２実施形態について説明する。上記の第１
実施形態では、メール出力長が所定の出力長さを超えるか否かの判別結果に応じて、電子
メールの本文の読みあげを行ったが、本実施形態では、現在位置から目的地までの走行に
要する所要時間に応じて、電子メールの本文の読み上げを行う点で異なる。以下、第１実
施形態と異なる点を中心に説明する。
【００６３】
　図６は、第２実施形態に係る情報通信システムＳＹの機能ブロック図である。携帯機器
３０の構成については、第１実施形態と同様であるため説明を省略する。また、車載機器
１０についても、第１実施形態と同様の機能を有する構成要素については、同一の参照番
号を付して説明を省略する。
【００６４】
　第２実施形態の車載機器１０は、主な機能構成として、通信手段１１０、電子メール取
得手段１２０、メール出力長算出手段１５０、目的地設定手段１８０、経路誘導手段１９
０、位置情報取得手段２００、所要時間算出手段２１０および本文出力手段２２０を有し
ている。
【００６５】
　目的地設定手段１８０は、車両走行の目的地を設定するものであり、制御部２０および
地図データベース２５を主要構成要素とする。また、経路誘導手段１９０は、目的地設定
手段１８０により設定された目的地までのルート探索および経路誘導（経路誘導表示およ
び音声案内を含む）を行うものであり、自立航法センサ１３、制御部２０および地図デー
タベース２５を主要構成要素とする。また、位置情報取得手段２００は、車両の現在位置
を示す位置情報を取得するものであり、ＧＰＳ受信機１１を主要構成要素とする。経路誘
導手段１９０は、位置情報取得手段２００により取得した位置情報に基づいて、経路誘導
を行う。
【００６６】
　所要時間算出手段２１０は、位置情報取得手段２００により取得した位置情報に基づく
現在位置から、目的地設定手段１８０により設定された目的地までの車両走行に要する所
要時間を、経路誘導手段１９０によるルート探索結果に基づいて算出するものであり、制
御部２０を主要構成要素とする。なお、所要時間の算出アルゴリズムについては、既存の
技術を適用可能である。また、設定された目的地までの走行ルートが複数存在する場合は
、ユーザによる走行ルートの選択操作後に、所要時間を算出する。
【００６７】
　本文出力手段２２０は、メール出力長算出手段１５０により算出されたメール出力長（
読み上げ時間）と、所要時間算出手段２１０により算出された所要時間と、に応じて、電
子メールの本文を読み上げる。具体的には、電子メールの本文を、所要時間内に読み上げ
終了できるように読み上げ速度を決定する。但し、走行速度や渋滞状況に応じて所要時間
が変化したり、走行開始持の読み上げ速度では目的地到着までに読み上げを完了できなか
ったりする場合もあるため、定期的に読み上げ終了までの時間と目的地までの所要時間と
を比較し、その比較結果に応じて、読み上げ速度を随時変更する。
【００６８】
　ここで、図７のフローチャートを参照し、第２実施形態に係る読み上げ処理の一例（第
３読み上げ処理）を説明する。第３読み上げ処理では、電子メールの読み上げ時間（ｘ）
を算出し（Ｓ３１）、さらに目的地までの所要時間（ｙ）を算出する（Ｓ３２）。ここで
、読み上げ時間（ｘ）が所要時間（ｙ）を超えるか否かについて判別し（Ｓ３３）、読み
上げ時間（ｘ）が所要時間（ｙ）を超える場合は（Ｓ３３：Ｙｅｓ）、高速読み上げモー
ドに設定して（Ｓ３４）、読み上げを開始する（Ｓ３５）。一方、読み上げ時間（ｘ）が
所要時間（ｙ）を超えない場合は（Ｓ３３：Ｎｏ）、通常読み上げ速度で、読み上げを開
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始する（Ｓ３５）。
【００６９】
　その後、一定期間ウェイトし（読み上げを継続し，Ｓ３６）、目的地に到着したか否か
を判別する（Ｓ３７）。なお、ウェイトする期間は、ＣＰＵ２１内のタイマ（図示省略）
によりカウントされる。目的地に到着した場合は（Ｓ３７：Ｙｅｓ）、電子メールの本文
の読み上げ完了部分以外の残りの部分について、読み上げを行うと共にディスプレイ１４
上に表示する（Ｓ３８）。このように、目的地に到着した後は、安全面への配慮が不要で
あるため、表示および音声出力の両方で電子メールの出力を行うことで、ドライバーはよ
り迅速且つ正確に電子メールの内容を確認することができる。なお、目的地に到着して、
「電子メールの残りの部分」を出力する場合、当該残りの部分の最初の文字が属する文章
の先頭、または当該残りの部分の最初の文字が属する段落の先頭から、出力を開始するこ
とが好ましい。この構成によれば、文章の途中から出力されることによる違和感や誤認識
を無くすことができる。
【００７０】
　一方、目的地に到着していない場合は（Ｓ３７：Ｎｏ）、読み上げ終了までの時間（ｘ
）を再算出する（Ｓ３９）と共に、目的地までの所要時間（ｙ）を再算出し（Ｓ４０）、
読み上げ終了までの時間（ｘ）が所要時間（ｙ）を超えるか否かについて判別する（Ｓ４
１）。ここで、読み上げ終了までの時間（ｘ）が所要時間（ｙ）を超える場合は（Ｓ４１
：Ｙｅｓ）、読み上げ速度を加速し（Ｓ４２）、Ｓ３６～Ｓ４１を繰り返す。また、読み
上げ終了までの時間（ｘ）が所要時間（ｙ）を超えない場合は（Ｓ４１：Ｎｏ）、読み上
げが終了したか否かを判別し（Ｓ４３）、読み上げが終了した場合は（Ｓ４３：Ｙｅｓ）
、読み上げ処理を終了する。一方、読み上げが終了していない場合は（Ｓ４３：Ｎｏ）、
Ｓ３６～Ｓ４１を繰り返す。
【００７１】
　以上説明したとおり、第２実施形態によれば、算出されたメール出力長と、目的地まで
の所要時間と、に応じて、適切な読み上げ速度で電子メールの本文を読み上げることがで
きる。これにより、目的地に到着したにも関わらず、電子メールの本文の出力を確認し続
けなければならないといった煩わしさを解消することができる。
【００７２】
　次に、図８および図９を参照し、本発明の第３実施形態について説明する。上記の第２
実施形態では、目的地までの走行に要する所要時間に応じて、電子メールの本文の読み上
げを行ったが、本実施形態では、誘導案内情報の出力タイミング（ルート案内のタイミン
グ）に応じて、電子メールの本文の読み上げを行う点で異なる。また、本実施形態では、
読み上げ速度を変更しない点でも第２実施形態と異なる。以下、第２実施形態と異なる点
を中心に説明する。
【００７３】
　図８は、第３実施形態に係る情報通信システムＳＹの機能ブロック図である。第３実施
形態の車載機器１０は、主な機能構成として、通信手段１１０、電子メール取得手段１２
０、メール出力長算出手段１５０、目的地設定手段１８０、経路誘導手段２４０および本
文出力手段２５０を有している。
【００７４】
　経路誘導手段２４０は、目的地設定手段１８０により設定された目的地までの経路誘導
を行う点では第２実施形態と同様であるが、本実施形態の経路誘導手段２４０は、誘導案
内情報を所定の出力タイミングで表示または音声出力する誘導案内情報出力手段２４１を
含む。ここで、「誘導案内情報」とは、「３００メートル先右折です。」、「まもなく右
方向です。」などのルート案内情報、「３時です。」などの時刻案内情報、および「３０
０メートル先に渋滞が発生しています。」などの交通情報を含むものである。以下、誘導
案内情報の出力を、単に「ルート案内」と称する。なお、「ルート案内のタイミング」は
、タイムテーブル化して記憶されている。このタイムテーブル（ルート案内のタイミング
）は、車両走行中における渋滞状況や車両走行速度に応じて、随時編集されるようになっ
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ている。これにより、不正確なルート案内を防止できる。
【００７５】
　また、本文出力手段２５０は、メール出力長算出手段１５０により算出されたメール出
力長と、誘導案内情報の出力タイミングと、に応じて、電子メールの本文を読み上げる。
具体的には、電子メールの本文の出力が、誘導案内情報の出力タイミングと重複する場合
、電子メールの本文の出力を、誘導案内情報の出力後に行う。
【００７６】
　ここで、図９のフローチャートを参照し、第３実施形態に係る読み上げ処理の一例（第
４読み上げ処理）を説明する。第４読み上げ処理では、電子メールの読み上げ時間（ｘ）
を算出し（Ｓ５１）、さらに次のルート案内までの時間（ｚ）を算出する（Ｓ５２）。こ
こで、読み上げ時間（ｘ）が次のルート案内までの時間（ｚ）を超えるか否かについて判
別し（Ｓ５３）、読み上げ時間（ｘ）が次のルート案内までの時間（ｚ）を超えない場合
は（Ｓ５３：Ｎｏ）、読み上げを行う（Ｓ５４）。また、読み上げ時間（ｘ）が次のルー
ト案内までの時間（ｚ）を超える場合は（Ｓ５３：Ｙｅｓ）、ルート案内終了までウェイ
トし（Ｓ５４）、次のルート案内までの時間（ｚ）を再算出する（Ｓ５５）。
【００７７】
　ここで、再度読み上げ時間（ｘ）が次のルート案内までの時間（ｚ）を超えるか否かに
ついて判別し（Ｓ５６）、読み上げ時間（ｘ）が次のルート案内までの時間（ｚ）を超え
ない場合は（Ｓ５６：Ｎｏ）、読み上げを行う（Ｓ５４）。また、読み上げ時間（ｘ）が
次のルート案内までの時間（ｚ）を超える場合は（Ｓ５６：Ｙｅｓ）、さらに次のルート
案内が目的地到着を示すルート案内であるか否かを判別し（Ｓ５７）、目的地到着を示す
ルート案内でない場合は（Ｓ５７：Ｎｏ）、Ｓ５４～Ｓ５６を繰り返す。一方、次のルー
ト案内が目的地到着を示すルート案内の場合は（Ｓ５７：Ｙｅｓ）、目的地到着までウェ
イトし（Ｓ５８）、目的地到着後、電子メールの本文の読み上げを行うと共にディスプレ
イ１４上に表示する（Ｓ５９）。このように、目的地到着後は、ドライバーに対し迅速且
つ正確に電子メールの内容を通知するため、表示および音声出力の両方で電子メールの出
力を行う。
【００７８】
　なお、上記のフローチャートでは、読み上げ終了までに要する読み上げ時間（ｘ）と、
次のルート案内までの時間（ｚ）とを比較し、ｘ＞ｚの場合は、電子メールの本文の読み
上げを行わないものとしたが、次のルート案内までの時間（ｚ）までに、読み上げられる
分だけ読み上げるようにしても良い。この場合、高速読み上げモードに設定し、通常速度
よりも早い速度で読み上げても良い。また、これらの場合、文章単位または段落単位で読
み上げることが好ましい。
【００７９】
　また、このように次のルート案内までの時間（ｚ）までに、読み上げられる分だけ読み
上げる場合、目的地到着後、電子メールの本文の読み上げおよび表示を行う際は（Ｓ５９
参照）、第２実施形態と同様に、ドライバーの違和感や誤認識を無くすため、残りの部分
の最初の文字が属する文章の先頭、または当該残りの部分の最初の文字が属する段落の先
頭から、読み上げを開始することが好ましい。
【００８０】
　以上説明したとおり、第３実施形態によれば、メール出力長と、ルート案内のタイミン
グと、に応じて、電子メールの本文を出力することで、互いの情報出力に影響を与えない
ようにすることができる。また、ルート案内のタイミングは、変更できない場合が多いた
め、電子メールの本文の出力タイミングを調整することで、不正確な（違和感のある）ル
ート案内を防止できる。
【００８１】
　なお、上記の実施形態では、電子メールの本文の読み上げがルート案内のタイミングと
重複する場合（ｘ＞ｚの場合）、ルート案内の後に、電子メールの本文の読み上げを行う
ものとしたが、ルート案内の前に電子メールの本文の読み上げを行うようにしても良い。
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すなわち、電子メールの本文（全文）を読み上げた後、ルート案内を行うようにしても良
い。また、この場合も、高速読み上げモードに設定し、通常速度よりも早い速度で読み上
げても良い。但し、ルート案内のタイミングがずれてしまうと、不正確な情報となる場合
があるため、このような場合は、ルート案内の内容を編集することが好ましい。例えば、
所定のタイミング（所定時刻）にルート案内「３００メートル先右折です。」を出力する
予定の場合であって、電子メールの本文の読み上げ待ちで時間を取られてしまった場合は
、ルート案内を「１００メートル先右折です。」に編集することで対応可能である。
【００８２】
　以上、３つの実施形態を示したが、各実施形態は必ずしも独立して実現される必要はな
く、各実施形態を組み合わせた構成としても良い。例えば、第２実施形態や第３実施形態
においても、電子メールの重要度を判別する重要度判別手段（図示省略）を備え、メール
出力長と、目的地に対応した所定の条件（目的地までの所要時間および／またはルート案
内のタイミング）と、重要度と、に応じて、電子メールの本文を出力するようにしても良
い。例えば、電子メールの重要度が高い場合は、重要度が低いものよりも、音量を上げて
読み上げる、読み上げ速度を早くする、などの出力方法を採用しても良い。また、電子メ
ールの重要度が高い場合は、読み上げ開始時にその旨（重要メールである旨）を通知する
、ルート案内のタイミングを避けることなく読み上げる、ルート案内よりも電子メールの
読み上げを優先する、などの出力方法を採用しても良い。さらに、第２実施形態や第３実
施形態においても、第１実施形態にて言及したメール出力長判別手段１６０（図２参照）
を備え、メール出力長が所定の出力長さを超える場合は、電子メールの本文の先頭部分の
みを出力しても良い。この場合、所定の出力長さは、目的地までの所要時間および／また
はルート案内のタイミングに応じて変化させても良い。
【００８３】
　また、上記の３つの実施形態において、車載機器１０は、電子メール機能を有する携帯
機器３０からの転送により電子メールを取得するものとしたが、電子メールを直接受信す
ることにより電子メールを取得しても良い。この場合、車載機器１０は、通信手段１１０
に代えて「電子メール受信手段（図示省略）」を備え、電子メール取得手段１２０は、「
電子メール受信手段」により受信した電子メールを取得することとなる。
【００８４】
　また、上記の実施形態では、メール出力長の算出結果、電子メールの重要度、目的地ま
での所要時間、ルート案内のタイミング（誘導案内情報の出力タイミング）等に応じて、
読み上げ速度や読み上げのタイミングを変化させるものとしたが、これら以外に、出力順
序、出力音量、出力音声等を変化させても良い。
【００８５】
　また、上記の実施形態において、本文出力手段１７０，２２０，２５０は、音声出力（
読み上げ）により、電子メールの本文を出力するものとしたが、これに代えて、若しくは
これと併用して、ディスプレイ１４上に電子メールの本文を表示するようにしても良い。
この場合、電子メールの本文を、テロップ表示（動画表示）しても良いし、静止画表示し
ても良い。また、後者の場合、手動によって画面切り替え可能としても良いし、スライド
ショー表示しても良い。また、これらの表示手法の中から、ユーザが好みの表示手法を設
定可能としても良い。さらに表示によって出力を行う場合、メール出力長の算出結果等に
応じて、出力の有無、出力対象の制限、出力速度、および出力形態（出力順序、出力サイ
ズ、文字装飾）のうち、少なくとも１の要素を変化させることが好ましい。
【００８６】
　また、上記の実施形態に示した車載機器１０や携帯機器３０における各構成要素をプロ
グラムとして提供することが可能である。また、そのプログラムを記録媒体（図示省略）
に格納して提供することも可能である。すなわち、コンピュータを、車載機器１０や携帯
機器３０の各構成要素として機能させるためのプログラム、およびそれを記録した記録媒
体も、本発明の権利範囲に含まれるものである。その他、本発明の要旨を逸脱しない範囲
で、適宜変更が可能である。
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【図面の簡単な説明】
【００８７】
【図１】本発明の一実施形態に係る車載機器の制御ブロック図である。
【図２】第１実施形態に係る情報通信システムの機能ブロック図である。
【図３】電子メールの本文の残りの部分について出力を指示するための指示画面の一例を
示す図である。
【図４】車載機器および携帯機器間における電子メール読み上げ処理の概要を示すシーケ
ンス図である。
【図５】第１実施形態に係る車載機器の読み上げ処理を示すフローチャートである。
【図６】第２実施形態に係る情報通信システムの機能ブロック図である。
【図７】第２実施形態に係る車載機器の読み上げ処理を示すフローチャートである。
【図８】第３実施形態に係る情報通信システムの機能ブロック図である。
【図９】第３実施形態に係る車載機器の読み上げ処理を示すフローチャートである。
【符号の説明】
【００８８】
　１０…車載機器　１１…ＧＰＳ受信機　１２…アンテナ　１３…自立航法センサ　１４
…ディスプレイ　１５…タッチパネル　１６…スピーカー　１８…マイク　１９…通信部
　２０…制御部　２１…ＣＰＵ　２２…ＲＯＭ　２３…ＲＡＭ　２４…音声処理部　２４
ａ…話速変換ユニット　２５…地図データベース　２６…登録データベース　２７…接続
バス　３０…携帯機器　ＳＹ…情報通信システム

【図１】 【図２】
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